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地域の再生には何が必要か
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官依存体質と下請け構造
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考える力の低下



自治体の考える力
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地方の「底力」をつけるには



地方経済再生の条件
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地方経済の将来

図表１
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経済と財政の負のスパイラル

［図表1］労働人口の予測

出所：社会保障・人口問題研究所の都道府県別人口予測から、研究室の林亮輔が推計。

労働力人
口増減率
2005～2030

労働力人
口増減率
2005～2030

労働力人
口増減率
2005～2030

北海道 北海道 -27.4

北陸

富山 -25.4

中国

岡山 -18.1

東北

青森 -31.8 石川 -22.5 広島 -21.4
岩手 -29.2 福井 -21.5 山口 -30.3
宮城 -20.9 小計 -23.3 小計 -22.9
秋田 -36.4

中部

長野 -22.8

四国

徳島 -27.3
山形 -27.1 岐阜 -20.9 香川 -25.6
福島 -24.7 静岡 -20.4 愛媛 -27.2
新潟 -26.7 愛知 -8.8 高知 -28.2
小計 -27.0 三重 -18.2 小計 -27.0

北関東

茨城 -23.3 小計 -15.5

九州
・
沖縄

福岡 -17.2
栃木 -19.0

近畿

滋賀 -7.5 佐賀 -21.7
群馬 -21.0 京都 -18.9 長崎 -28.6
山梨 -20.7 大阪 -22.1 熊本 -22.2
小計 -21.3 兵庫 -19.9 大分 -23.9

南関東

埼玉 -19.0 奈良 -28.2 宮崎 -26.4
千葉 -17.7 和歌山 -32.4 鹿児島 -24.2
東京 -5.6 小計 -21.1 沖縄 -0.3
神奈川 -10.5 中国 鳥取 -21.4 小計 -19.7
小計 -11.7 島根 -28.0 全国 -18.7



地方の奮起と地方分権が地域再生の条件
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人口減少、少子高齢化と地域経済

図表１
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図表

２

人口減少、少子高齢化が地域経済に与える影響

転換期を迎える地域経済
　

比嘉正茂
大月市立大月短期大学助教（前NIRAリサーチフェロー）

［図表1］各時点における人口増加地域

出所：国立社会保障・人口問題研究所『日本の都道府県別将来推計人口』平成19年および国勢調査より作成

平成17年
（2005）

平成22年
（2010）

平成27年
（2015）

平成32年
（2020）

平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

栃木県 埼玉県 東京都 東京都 沖縄県 －
埼玉県 千葉県 神奈川県 沖縄県
千葉県 東京都 愛知県
東京都 神奈川県 滋賀県
神奈川県 愛知県 沖縄県
静岡県 滋賀県
愛知県 沖縄県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
岡山県
福岡県
沖縄県

［図表2］65歳以上人口の将来予測（上位10都道府県）

出所：前掲『日本の都道府県別将来推計人口』平成19年および国勢調査より作成

　　　　　　　　　　　　（単位：千人）

平成47年
（2035）

東京都
神奈川県
大阪府
埼玉県
愛知県
千葉県
北海道
兵庫県
福岡県
静岡県

3,895
2,718
2,457
2,115
2,077
1,880
1,650
1,644
1,446
1,122



変わらない国土構造 
－大都市圏への人口、産業の集中－

図表３

図表４

（注）
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地方を支えてきた財政制度

図表
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［図表3］三大都市圏への転出入者数の推移

出所：総務省『住民基本台帳人口移動報告年報』

［図表4］情報産業、研究開発に従事する人の地域別シェア

出所：総務省『事業所・企業統計調査』より作成

情報（情報サービス・調査，広告業従事者数）　　　　　 　（％）
1991年 2001年 2006年

三大都市圏 75.0 77.5 78.8
東京圏 55.2 58.5 60.9
関西圏 14.5 13.3 12.3
名古屋圏 5.3 5.7 5.6
地方圏 25.0 22.5 21.2

研究開発（学術研究機関従業者数）　　　　　　　　　 　　（％）
1991年 2001年 2006年

三大都市圏 61.7 62.3 58.6
東京圏 41.6 46.8 42.4
関西圏 15.2 10.8 11.5
名古屋圏 4.9 4.7 4.7
地方圏 38.3 37.7 41.4



５ ６

問われる地方政府の政策形成能力
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●注　同表は金森・香西・加藤（2007）に依拠して作成しているため、データ
の掲載方法ならびに地域区分等は本稿のオリジナルなものではない。

●参考文献

［図表5］一人当たり県民所得と一人当たり行政投資額

資料：内閣府「県民経済計算年報（2008年版）」、総務省「行政投資実績（2005年度）」より作成

一人当たり所得
（下位15道県）

一人当たり行政投資額
（上位15道県）

沖　縄 2,021 島　根 470
高　知 2,146 福　井 377
青　森 2,184 鳥　取 373
宮　崎 2,212 新　潟 365
長　崎 2,222 徳　島 354
鹿児島 2,272 秋　田 346
秋　田 2,295 高　知 333
鳥　取 2,308 北海道 321
愛　媛 2,357 沖　縄 317
岩　手 2,363 山　梨 302
熊　本 2,384 宮　崎 299
山　形 2,427 富　山 292
島　根 2,453 佐　賀 289
佐　賀 2,507 石　川 280
北海道 2,577 鹿児島 279

（千円）
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相関係数（R） = -0.49

［図表6］一人当たり県民所得と一人当たり行政投資額の相関

資料：前掲 内閣府および総務省資料より作成

注）相関係数は5％水準で有意

（単位：千円）



〝経済効果〞を 
みる眼
―産業連関分析の有用性と限界―
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図表１

（注）

図表２
経済効果の考え方

公共投資の経済効果
－青森県の事例－

［図表1］経済効果のプロセス

出所：土居英二ほか、1996年、『はじめよう地域産業連関分析』p.2を加筆、修正。

［図表2］公共投資300億円が青森県経済へ与える影響
（単位：百万円）

業　　種 直接
効果

間接一次波及効果
　　　　　％

間接二次波及効果
　　　　　％

総合効果
　　　　％

農　　　　　業 0 133 1.5 125 1.6 257 0.6
林　　　　　業 0 16 0.2 11 0.1 27 0.1
漁　　　　　業 0 17 0.2 19 0.2 36 0.1
鉱　　　　　業 0 162 1.9 13 0.2 176 0.4
製　　造　　業 0 1,727 19.8 525 6.6 2,251 4.8
建　　　　　設 30,000 181 2.1 127 1.6 30,308 65.0
電力・ガス・水道 0 357 4.1 328 4.2 685 1.5
商　　　　　業 0 1,278 14.6 1,012 12.8 2,290 4.9
金融・保険・不動産 0 894 10.2 2,614 33.1 3,508 7.5
運輸・通信・放送 0 1,096 12.6 718 9.1 1,814 3.9
公　　　　　務 0 14 0.2 28 0.4 43 0.1
サ　ー　ビ　ス 0 2,689 30.8 2,340 29.6 5,029 10.8
分　類　不　明 0 169 1.9 34 0.4 203 0.4
合　　　　　計 30,000 8,731 100 7,895 100 46,627 100

（注）�モデル例として、各産業の生産額に占める原材料の比率を 
一律6/10としている。
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